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☆税関定員の年度別 当初査定状況 

年 度 年度当初定員（対前年度比） 認められた新規増員① 計画削減等によるもの② 差引（①－②） 

令和５年度 １０，１７８（＋１０４）※ ２９６（要求は４６９） １９２ ＋１０４ 

令和４年度 １０，０７４（＋１０３）※ ２９５（要求は４０５） １９２ ＋１０３ 

令和３年度 ９，９７１（＋１４５）※ 
３４２（要求は４４９） 

(ﾃﾞｼﾞﾀﾙ庁への振替人員含む) 
１９２ 

＋１５０ 

(ﾃﾞｼﾞﾀﾙ庁への振替人員含む) 

令和２年度 ９，８２６（＋２０９）※ ４０１（要求は４５６） １９２ ＋２０９ 

※平成26～28、30年度において緊急増員があり、平成27年度から当初定員が、対前年度比 9年連続純増を達成。 

☆級別定数の推移 

行（一）級別定数の推移 

 10級 9級 8級 7級 6級 5級 4級 3級 2級 1級 合計 （指定職） 

５年度 2 31 56 198 1,154 1,852 1,760 1,990 1,626 1,289 9,958 9 

４年度 2 31 56 195 1,098 1,816 1,636 2,151 1,407 1,458 9,850 9 

増減 0 0 0 3 56 36 124 -161 219 -169 108 0 

行（二）級別定数の推移                                                             医（三）級別定数の推移 

 5級 4級 3級 2級 1級 合計   2級 合計 

５年度 6 14 48 0 0 68  ５年度 4 4 

４年度 6 14 52 0 0 72  ４年度 4 4 

増減 0 

 

 

0 -4 0 0 -4  増減 0 0 

海（二）級別定数の推移                                海（一）級別定数の推移 

 6級 5級 4級 3級 2級 合計   4級 3級 2級 1級 合計 

５年度 3 45 30 9 17 104  ５年度 9 16 10 0 35 

４年度 3 45 30 9 17 104  ４年度 9 16 10 0 35 

増減 0 0 0 0 0 0  増減 0 0 0 0 0 
 

関
税
局
は
令
和
５
年
１
月
６
日
、「
令
和
５
年
度
税
関
関
係
予
算
の
概
要
」
を
明
ら
か
に
し
ま
し

た
。
そ
の
内
容
を
お
知
ら
せ
し
ま
す
。 

 ◎
予
算
総
額 

令
和
５
年
度
税
関
関
係
予
算
は
、
前
年
度
当
初
予
算
に
比
べ
、
27
億

81
百
万
円
増
（

2.9
％
増
）

の

981
億
30
百
万
円
。 

◎
経
費
の
内
訳 

人
件
費
は
、
前
年
度
当
初
予
算
に
比
べ
、

19
億

43
百
万
円
増
（

2.8
％
増
）
の

722
億

97
百
万

円
、
物
件
費
に
つ
い
て
は
、
前
年
度
当
初
予
算
に
比
べ
、
８
億

39
百
万
円
増
（

3.4
％
増
）
の

258

億

33
百
万
円
、
う
ち
治
安
対
策
経
費
に
つ
い
て
は
、
取
締
・
検
査
機
器
整
備
等
の
確
保
に
重
点

を
置
い
た
結
果
、
前
年
度
当
初
予
算
に
対
し
、
１
億

25
百
万
円
増
（

1.0
％
増
）
の

121
億
95
百
万

円
。 

◎
定
員 

 
 

新
規
増
員
が

296
人
（
当
局
が
要
求
し
た
人
数
は

469
人
）
、
定
員
合
理
化
減
は

192
人
、
こ
の
結

果
、
104
人
の
純
増
と
な
り
、
税
関
職
員
の
定
員
は
、
１
０
，
１
７
８
人
と
な
る
見
込
み
。
新
規

増
員
の
内
訳
は
、
テ
ロ
対
策
を
含
む
治
安
の
た
め
の
水
際
取
締
体
制
整
備
の
増

108
人
、
経
済
安

全
保
障
を
確
保
す
る
た
め
の
体
制
整
備
の
増

88
人
、
出
国
者
の
携
帯
貨
物
等
に
対
す
る
取
締
体

制
整
備
の
増

60
人
、
観
光
立
国
実
現
に
向
け
た
計
画
的
な
体
制
整
備
の
増

21
人
、
適
正
な
通
関

と
課
税
を
確
保
す
る
た
め
の
体
制
整
備
等
の
増

19
人
。 

◎
級
別
定
数
及
び
機
構
（
前
年
度
単
純
比
較
） 

機
構
に
つ
い
て
は
、
沖
縄
地
区
税
関
総
務
部
次
長
及
び
経
済
安
全
保
障
情
報
分
析
セ
ン
タ
ー

室
の
設
置
、
統
括
官
以
上
の
機
構
が

24
純
増
。
級
別
定
数
に
つ
い
て
は
、
下
記
「
級
別
定
数
の

推
移
」
参
照
。 

令
和
５
年
度
税
関
関
係
予
算
概
要 

税
関
職
員
の
定
員
確
保
や
級
別
定
数
増
、
予
算
確
保
の
た
め
、
関
税
局
長
交
渉
を
は
じ
め
、
国
会
議
員
へ

の
要
請
行
動
や
人
事
院
・
内
閣
人
事
局
と
の
交
渉
な
ど
に
取
り
組
ん
で
き
た
結
果
、
厳
し
い
政
府
方
針
の

下
、
令
和
５
年
度
の
税
関
定
員
は
104
人
の
純
増
、
予
算
は
対
前
年
度
比
2.9
％
の
増
額
と
な
り
ま
し
た
。 

機
構
に
つ
い
て
は
、
沖
縄
地
区
税
関
総
務
部
次
長
及
び
経
済
安
全
保
障
情
報
分
析
セ
ン
タ
ー
室
の
設
置
が

な
さ
れ
、
統
括
官
以
上
の
機
構
が
24
の
純
増
と
な
り
ま
し
た
。
級
別
定
数
に
つ
い
て
は
、
採
用
の
山
が
あ

る
５
級
が
36
増
、
４
級
が
124
増
と
な
り
、
６
級
以
上
も
59
増
と
な
り
ま
し
た
。
全
体
的
に
大
幅
な
引
上

げ
が
実
現
さ
れ
、
長
年
の
懸
案
事
項
で
あ
る
処
遇
停
滞
回
避
に
向
か
っ
て
大
き
く
前
進
し
ま
し
た
！ 

こ
れ
ら
は
、
我
々
税
関
労
組
が
長
年
粘
り
強
く
交
渉
し
、
我
々
組
合
員
の
実
情
を
当
局
が
理
解
し
、
働
き

か
け
て
く
れ
た
結
果
だ
と
言
え
ま
す
。 

ま
た
、
税
関
予
算
と
は
別
に
、
デ
ジ
タ
ル
庁
に
一
括
計
上
さ
れ
る
税
関
関
連
の
シ
ス
テ
ム
経
費
が
135
億

72
百
万
円
（
CIS
及
び
税
関
ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク
の
更
改
に
か
か
る
経
費
等
）、
観
光
庁
に
一
括
計
上
さ
れ
る
国

際
観
光
旅
客
税
財
源
経
費
が
７
億
37
百
万
円
（
税
関
検
査
場
電
子
申
告
ゲ
ー
ト
（
Ｅ
ゲ
ー
ト
）
の
整
備
経

費
等
）
と
な
っ
て
お
り
ま
す
。 

税
関
労
組
は
、
こ
の
結
果
を
し
っ
か
り
と
分
析
し
、
引
き
続
き
定
員
の
確
保
と
職
員
の
処
遇
改
善
に
向

け
、
取
り
組
み
を
進
め
て
い
き
ま
す
。 
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☆行政経費関係 （令和４年度予算額は当初予算額） （物件費の内訳は主な項目を抜粋）    （単位:千円） 

区     分 令和５年度 令和４年度 増  減 
対前年度増減比

（％） 

税 関 予 算 合 計 ９８，１２９，９２４ ９５，３４８，５７２ ２，７８１，３５２ ２．９ 

  
人   件   費 ７２，２９７，３８５ ７０，３５４，６０７ １，９４２，７７８ ２．８ 

物  件  費 ２５，８３２，５３９ ２４，９９３，９６５ ８３８，５７４ ３．４ 

  

主

な

も

の 

税関施設整備に必要な費用 ２１２，８５２ ６３５，８８３ －４２３，０３１ －６６．５ 

  輸出入貨物通関及び関税等徴収経費 ２，４８７，７２１ １，６７６，２７６ ８１１，４４５ ４８．４ 

 監視取締経費 １１，０２０，１７１ １１，１９３，９７７ －１７３，８０６ －１．６ 

   埠頭監視カメラ整備等経費 ２，３１２，６６２ ２，３７３，４２７ －６０，７６５ －２．６ 

  監視艇整備運航経費 １，８６３，０２２ １，４２２，６００ ４４０，４２２ ３１．０ 

  船舶建造費 ９６５，２７４ ８４１，４６５ １２３，８０９ １４．７ 

☆機  構  関  係（内訳の部署で、数の記載がないものは全て１の増減） 

機構名 増 減 増 減 

地区税関部次長 +1  総務部（沖） － 

支署 +1  宮古島（沖） － 

出張所  -1 － 平良（沖） 

署所次長 +2 -2 東京外郵（東）、堺（大） 中部空港（名）、伏木（大） 

課 +2 -1 中部空港（名）、和歌山（大） 京都（大） 

室 +1  調査部（東） － 

システム企画調整官 +1  総務部（名） － 

人事専門官 +1  総務部（門） － 

統括監視官 +5 -5 
監視部（函）、関西空港（大）、北九州空港（門）、宮古島（沖）

2 
大井（東）、伏木（大）、宇野（神戸）、平良（沖）2 

特別監視官 +1  監視部（横） － 

統括審査官 +10 -4 
業務部（横、名、神）、羽田（東）、堺（大）、南港（大）、博多

（門）3、那覇外郵（沖） 
業務部（神）2、西部（名）、東播磨（神） 

特別審査官 +1  関西空港（大） － 

税関相談官 +1 -3 西部（名） 東京外郵（東）、関西空港（大）、大阪外郵（大） 

関税鑑査官 +1 -1 業務部（大） 業務部（横） 

知的財産調査官 +1 -1 大阪外郵（大） 福岡外郵（門） 

関税評価官  -1 － 業務部（大） 

統括調査官 +6  調査部（函、横、名、大、神、長） － 

統括審理官 +2  調査部（名、沖） － 

情報管理官 +6  調査部（東、横、名、大、神、門） － 

課長補佐 +7  総務部5、署所2 － 

上席監視官 +73 -28 監視部47、署所26 監視部16、署所12 

上席審査官 +75 -10 業務部38、署所37 業務部3、署所7 

上席分析官 +2  業務部2 － 

上席調査官 +62 -9 総務部9、監視部4、業務部9、調査部36、署所4 業務部1、調査部8 

上席審理官 +14 -1 調査部13、署所1 調査部1 

係 +9 -2 総務部6、署所3 総務部1、署所1 

監視官 +96 -82 監視部55、署所41 監視部35、署所47 

審査官 +84 -68 業務部36、署所48 業務部29、署所39 

分析官 +1  業務部1 － 

調査官 +155 -116 総務部30、監視部4、業務部32、調査部86、署所3 総務部21、監視部3、業務部26、調査部65、署所1 

審理官 +58 -43 調査部56、署所2 調査部41、署所2 

主任 +8  総務部8 － 

＜再任用短時間＞     

税関考査官 +5  総務部（東、横2、名2） － 

監視官 +11 -14 署所11 監視部5、署所9 

審査官 +10 -25 業務部2、署所8 業務部4、署所21 

調査官 +6 -5 総務部1、監視部1、業務部1、調査部1、署所2 業務部1、調査部3、署所1 

 合 計 ： 増７１９、減４２２ 

統括官以上の機構（再任用短時間を除く）： 純増２４ 

 


